
 

 

議  案  第  ５７  号  

 

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例の制定について  

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例を次のとおり制定する。  

 

平成２４年６月４日提出  

 

新居浜市長  佐  々  木   龍  

 

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例  

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５３年条例第１４号）の全部を改正

する。  

（趣旨）  

第１条  この条例は、印鑑の登録及び証明について必要な事項を定めるものとする。  

（登録資格）  

第２条  本市に住所を有し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下「法」と

いう。）に基づき、本市の住民基本台帳に記録されている者は、一人１個に限り印鑑

の登録を受けることができる。  

２  前項の規定にかかわらず、次の者については印鑑の登録を受けることができない。  

（１）１５歳未満の者  

（２）成年被後見人  

（登録申請）  

第３条  印鑑の登録を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）は、印鑑を添

えて、自ら市長に申請しなければならない。ただし、登録申請者が疾病その他やむを

得ない理由により、自ら申請することができないときは、委任の旨を証する書面を添



 

 

えて、代理人により申請することができる。  

（登録申請の確認）  

第４条  市長は、印鑑の登録の申請があったときは、当該登録申請者が本人であること

又は当該申請が本人の意思に基づくものであることを確認しなければならない。  

２  前項の規定による確認は、郵送その他市長が適当と認める方法により登録申請者に

対して文書で照会し、その回答書及び本人であることを証する書類を登録申請者に持

参させることによって行うものとする。ただし、前条ただし書の規定により代理人が

申請するときは、その回答書、委任の旨を証する書面及び代理人が本人であることを

証する書類を持参させることによって行うものとする。  

３  前項の規定にかかわらず、市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の

規定による確認を要しない。  

（１）官公署の発行した免許証、許可証又は身分証明書であって、本人の写真を貼り付

けたものの提示があったとき。  

（２）本市において、既に印鑑の登録を受けている者が、その登録を受けている印鑑を

押印した書面により登録申請者が本人であることを保証したとき。  

４  市長は、第２項の規定による照会に対し、市長が定める日までに回答書及び登録申

請者又はその代理人が本人であることを証する書類の持参がないときは、当該申請の

印鑑の登録をしてはならない。  

（印鑑の登録）  

第５条  市長は、前条の規定により登録申請者が本人であること又は申請が本人の意思

に基づくものであることを確認したときは、直ちにこれを登録しなければならない。  

（登録印鑑の制限）  

第６条  市長は、次の各号のいずれかに該当する印鑑については、当該印鑑の登録をす

ることができない。  

（１）次に掲げるもので表していないもの  

ア  住民基本台帳に記録されている氏名、氏、名又は氏及び名のそれぞれの一部を

組み合わせたもので市長が別に定めるもの  

イ  外国人住民（法第３０条の４５に規定する外国人住民をいう。以下同じ。）に

あっては、住民基本台帳に記録されている通称（以下「通称」という。）、通称



 

 

の一部若しくは通称の一部を組み合わせたもの又は住民票の備考欄に記録されて

いる氏名の片仮名による表記（以下「片仮名表記」という。）、片仮名表記の一

部若しくは片仮名表記の一部を組み合わせたもので市長が別に定めるもの  

（２）職業、資格その他氏名、通称又は片仮名表記以外の事項を併せて表しているもの  

（３）ゴム印その他の印鑑で変形しやすいもの  

（４）印影の大きさが一辺の長さ８ミリメートルの正方形に収まるもの又は一辺の長さ

２５ミリメートルの正方形に収まらないもの  

（５）印影が不鮮明なもの又は文字の判読が困難なもの  

（６）前各号に掲げるもののほか、登録を受けようとする印鑑として適当でないと市長

が認めるもの  

（印鑑登録原票）  

第７条  市長は、印鑑登録原票を備え、次に掲げる事項を登録する。  

（１）登録番号  

（２）登録年月日  

（３）氏名（外国人住民に係る住民票に通称が記録されている場合にあっては、氏名及

び通称）  

（４）生年月日  

（５）性別  

（６）住所  

（７）印影  

（８）外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が片仮名表記、片仮名表記の一部又は片

仮名表記の一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受ける場合に

あっては、当該片仮名表記  

（９）前各号に掲げるもののほか、印鑑の登録に必要な事項  

２  前項各号に掲げる事項を登録した印鑑登録原票については、電磁的記録媒体（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって電子計算機による情報処理の用に供されるものに係る記録媒体をい

う。）をもって調製することができる。  

（印鑑登録証の交付）  



 

 

第８条  市長は、印鑑の登録をしたときは、印鑑の登録を受けている旨を証する書面

（以下「印鑑登録証」という。）を当該印鑑の登録を受けた者又はその代理人に対し

て直接に交付する。  

（印鑑登録証亡失の届出）  

第９条  印鑑の登録を受けている者（以下「印鑑登録者」という。）は、印鑑登録証を

亡失したときは、直ちにその旨を市長に届け出なければならない。  

（印鑑登録原票登録事項の職権修正）  

第１０条  市長は、法に基づく届出等により、印鑑登録原票の登録事項に変更があるこ

とを知ったときは、第１２条の規定により印鑑の登録を抹消する場合のほか、印鑑登

録原票の登録事項について職権で修正しなければならない。  

（登録廃止の申請）  

第１１条  印鑑登録者は、印鑑登録証の著しい汚損又は毀損等の理由により印鑑の登録

を廃止しようとするときは、当該印鑑登録証を添えて、市長に申請しなければならな

い。  

２  印鑑登録者は、登録されている印鑑を亡失したときは、印鑑登録証を添えて、直ち

に当該印鑑の登録の廃止を市長に申請しなければならない。  

（印鑑登録の抹消）  

第１２条  市長は、印鑑登録者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該印鑑の登

録を抹消しなければならない。この場合において、第５号又は第７号の事由により印

鑑の登録を抹消したときは、当該印鑑登録者にその旨を通知する。  

（１）印鑑の登録を廃止する申請をしたとき。  

（２）印鑑登録証亡失の届出をしたとき。  

（３）市外に転出したとき。  

（４）死亡したとき。  

（５）氏名、氏又は名（外国人住民にあっては、通称又は片仮名表記を含む。）の変更

（登録されている印影を変更する必要のない場合を除く。）があったため、登録さ

れている印鑑が第６条第１号に該当することとなったとき。  

（６）外国人住民である者が、法第３０条の４５の表の上欄に掲げる者でなくなったと

き（日本の国籍を取得した場合を除く。）。  



 

 

（７）前各号に掲げるもののほか、印鑑登録者について抹消すべき理由が生じたとき。  

（代理人）  

第１３条  印鑑登録者が、第９条及び第１１条の規定による申請等を自ら行うことがで

きないときは、委任の旨を証する書面及び代理人が本人であることを証する書類を添

えて、代理人により行うことができる。  

（印鑑登録の証明）  

第１４条  市長は、印鑑登録者に係る印鑑登録原票に登録されている印影その他の事項

（登録番号及び登録年月日を除く。）の写し（電子計算組織により作成されたものを

含む。）について証明する。  

（印鑑登録証明の申請）  

第１５条  印鑑の登録について証明を受けようとする者は、印鑑登録証を提示して、市

長に申請しなければならない。  

（印鑑登録証明の制限）  

第１６条  市長は、前条の規定による申請に際し、印鑑登録証を提示した者に対しての

み印鑑登録証明書を交付するものとする。  

（関係人に対する質問）  

第１７条  市長は、印鑑の登録及び証明に関し必要な調査をすることができる。  

２  市長は、前項の調査を行うに当たり、必要があると認めるときは、職員をして、関

係人に対し質問をさせ、又は文書若しくは印鑑の提示を求めさせることができる。  

３  当該職員は、前項の規定により質問をし、又は文書若しくは印鑑の提示を求める場

合は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示し

なければならない。  

（閲覧の禁止）  

第１８条  市長は、印鑑登録原票その他印鑑の登録及び証明に関する書類を閲覧に供し

てはならない。  

（新居浜市行政手続条例の適用除外）  

第１９条  この条例に基づく処分その他公権力の行使に当たる行為については、新居浜

市行政手続条例（平成９年条例第２８号）第２章及び第３章の規定は、適用しない。  

（委任）  



 

 

第２０条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２４年７月９日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例の施行の際現に改正前の新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例の規定

に基づき印鑑の登録を受けている者又は印鑑の登録の申請をしている者であって、こ

の条例の施行の日（以下「施行日」という。）において住民基本台帳法の一部を改正

する法律（平成２１年法律第７７号）附則第４条第１項の規定により仮住民票が住民

票となるものは、施行日において改正後の新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例

の規定に基づき印鑑の登録を受けている者又は印鑑の登録の申請をしている者とみな

す。  

 

提案理由  

住民基本台帳法の一部改正及び外国人登録法の廃止に伴い、外国人住民が新たに住民

基本台帳法の適用対象となるため、及び国が定める印鑑登録証明事務処理要領との整合

を図るため、本案を提出する。  

 


